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（証券コード 3047）
2020年２月28日

株 主 各 位
　

山口県下松市生野屋南三丁目３番40号
株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ
代表取締役社長 小 川 雄 也

　
第30期定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第30期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようお願い申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、2020年３月18日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいま
すようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2020年３月19日（木曜日）午後１時
（受付開始時刻：午後０時30分）

2. 場 所 山口県周南市築港町8-33
ホテルサンルート徳山 別館2階 コットンローズ

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 １．第30期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書
類監査結果報告の件
２．第30期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である者を除く。）６名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。
◎本招集ご通知に際して提出すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類
の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト（http://www.truck-one.com）に掲載しておりますので、本招集ご
通知添付書類には記載しておりません。「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別
注記表」は、本招集ご通知添付書類とともに、会計監査人及び監査等委員会の監査対象となっ
ております。
◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記の当社
ウェブサイトに掲載させていただきます。
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添 付 書 類
　

事 業 報 告
（20192019

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

　
１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度における我が国の経済環境としては、雇用・所得環境の改善を背景に緩や
かな回復基調で推移いたしました。しかし、米中貿易摩擦や中東地域の地政学リスクなどの
不安定な国際情勢による懸念があり、世界経済の動向について注視する必要があります。こ
うした状況の下、当社グループの主力事業である商用車関連事業においては、消費税増税に
よる駆け込み需要の反動減により年末にかけての販売が落ち込んだものの、過去最高の売上
高を更新いたしました。運送関連事業につきましては、子会社である株式会社T.L.Gと丸進
運油株式会社が行っており、一般貨物輸送及び石油製品輸送の受注が堅調に推移したこと及
び運送業務のコスト低減により、増収増益となりました。その他に、当社保有の株式会社
FE-ONEの株式の全てを売却したことにより、特別利益として関係会社株式売却益38,202
千円を計上いたしました。その結果、当連結会計年度の業績としては、売上高4,598,400千
円（前期比8.5％増）、営業利益31,996千円（前期比18.1％減）、経常利益51,178千円（前
期比17.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益43,513千円（前期比1.5％減）となりま
した。
セグメントごとの業績は以下のとおりであります。
①商用車関連事業
売上高は過去最高を更新したものの、高年式車両の納期平準化に伴う利幅縮小及び10月

以降予想以上の消費税増税の反動により、商用車関連事業の売上高は3,823,544千円（前期
比10.1％増）、セグメント損失は3,614千円（前年同期はセグメント利益34,025千円）とな
りました。
②運送関連事業
一般貨物輸送を中心とした受注が好調に推移したことにより、運送関連事業の売上高は
774,855千円（前期比1.2％増）、セグメント利益は29,397千円（前年同期はセグメント損
失2,657千円）となりました。
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（2）対処すべき課題
当社が今後取り組む対処すべき課題は、以下のとおりであります。

　
今後のわが国経済の見通しにつきましては、国内景気はオリンピック等の大規模イベント
を控え緩やかな回復を継続すると予想されますが、外需の減速の懸念から製造業の景況感が
悪化するなど一部に弱さも予想されます。このような状況の中にあって、当社グループは利
幅は縮小傾向にあるものの、引き続きニーズの集中する高年式車両を中心とした仕入れ取扱
いに注力し、全国のユーザーに対して販路の拡大を図ってまいります。また、レンタル・リ
ース事業においても当社拠点網を通じて一層の業容拡大を目指します。さらに子会社が行っ
ている運送関連事業とのシナジー効果を高めていくことで、これからも顧客満足度の高いサ
ービスを提供してまいります。

　
（3）設備投資等の状況

当連結会計年度における設備投資は商用車関連事業208,613千円、運送関連事業60,909
千円、総額は269,523千円の設備投資を実施いたしました。

　
（4）資金調達の状況

該当する事項はございません。
　
（5）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当する事項はございません。
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（6）他の会社の事業の譲受けの状況
該当する事項はございません。

　
（7）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当する事項はございません。
　
（8）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当する事項はございません。
　
（9）財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

　

区 分 第 27 期
（2016年度）

第28期
（2017年度）

第29期
（2018年度）

第30期
（当連結会計年度）
（2019年度）

売 上 高（千円） 3,803,661 4,398,821 4,239,810 4,598,400
経 常 利 益（千円） 48,285 69,482 61,877 51,178
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 32,279 42,548 44,181 43,513
１株当たり当期純利益 13円34銭 17円74銭 18円42銭 18円14銭
総 資 産（千円） 2,902,106 3,152,589 3,393,418 3,302,014
純 資 産（千円） 593,010 630,448 653,633 685,807
　
②当社の財産及び損益の状況の推移

　

区 分 第27期
（2016年度）

第28期
（2017年度）

第29期
（2018年度）

第30期
（当期）

（2019年度）
売 上 高（千円） 3,126,936 3,788,919 3,591,564 3,927,842
経 常 利 益（千円） 30,093 39,220 56,407 10,808
当 期 純 利 益（千円） 22,380 21,584 38,371 72,825
１株当たり当期純利益 9円25銭 9円00銭 16円00銭 30円36銭
総 資 産（千円） 2,635,206 2,772,370 3,031,560 3,007,339
純 資 産（千円） 535,226 545,358 569,931 630,985
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（10）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
該当する事項はございません。

　
②重要な子会社の状況

　

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株 式 会 社 T . L . G 29,500 千円 100.0 ％ 運送関連事業
丸 進 運 油 株 式 会 社 10,000 千円 100.0 ％ 運送関連事業
　
③事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当する事項はございません。

　
（11）主要な事業内容

当社グループは、当社、子会社２社で構成され、商用車関連事業と運送関連事業を展開し
ております。

　
①商用車関連事業
商用車関連事業として、事業用車両を全国のディーラーや業者・ユーザーに販売いたして
おります。当社の提供いたします車両は自社工場で点検・整備を行い、またお客様の希望に
合わせた仕様に変更することもできるのが特徴であります。主な商品といたしましては、ト
ラック、ダンプ、特殊車両（コンクリートミキサー車、冷凍車、タンク車、車載車、高所作
業車等）、バスであります。
レンタルは、冷凍車に特化した営業を行っております。冷凍車は、冷凍はもちろんのこ
と、冷蔵・保温も温度設定で対応でき、広い用途で利用されております。また、自社開発し
ました冷蔵冷凍コンテナのレンタルも行っており、より幅広い分野においてサービスを提供
しております。
自動車整備は、あらゆる車両に対応することのできる自社工場を生かし、販売車両のアフ
ターフォローの他、一般のお客様に対しても、点検・整備・修理等のサービスを提供してお
ります。

　
②運送関連事業
子会社である株式会社T.L.Gと丸進運油株式会社において、運送関連事業を行っておりま
す。株式会社T.L.Gでは一般貨物輸送、丸進運油株式会社では燃料を中心に輸送を請け負っ
ております。
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（12）事業所
①当社の事業所
本 社 山口県下松市生野屋南3-3-40

東 京 支 店 東京都港区港南2-11-1-4F

関東車輌センター 千葉県四街道市上野251-1

名 古 屋 支 店 愛知県津島市金柳町字観音堂32

岡 山 支 店 岡山県岡山市南区妹尾4167-1

山 口 支 店 山口県下松市生野屋南3-3-40

福 岡 支 店 福岡県糟屋郡新宮町上府北3-10-7

東京支店沖縄出張所 沖縄県宜野湾市真志喜2-1-2-203
　
②子会社の事業所
株 式 会 社 T.L.G

周 南 営 業 所 山口県下松市生野屋南3-3-5

山 口 営 業 所 山口県山口市大内矢田北6-2-27

丸進運油株式会社

本 社 広島県広島市南区月見町1993-9

水 島 営 業 所 岡山県倉敷市南畝3-9-7

周 南 営 業 所 山口県下松市生野屋南3-5-18
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（13）使用人の状況
　

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
102名 35名増

（注）前連結会計年度末に比べて従業員数が35名増加したのは、主に連結子会社において
　 臨時従業員を正社員へ登用したことによるものであります。

（14）主要な借入先の状況
　

借 入 先 借 入 金 残 高
千円

㈱ 広 島 銀 行 500,000
㈱ 西 京 銀 行 400,000
㈱ 山 口 銀 行 350,000
㈱ 伊 予 銀 行 250,000

　

（注） 2019年12月31日現在の借入額が、２億円以上の金融機関を記載しております。
　
２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 10,208,000株
（2）発行済株式の総数 2,552,000株
（3）株主数 418名
（4）大株主（上位10名）

　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
小 川 雄 也 466,100株 19.4％
小 川 真 也 371,800株 15.5％
ル コ ン テ 小 川 珠 里 358,500株 14.9％
小 川 サ ト ノ 200,000株 8.3％
高 谷 正 一 170,100株 7.1％
桜 井 誠 96,400株 4.0％
柳 宏 司 84,400株 3.5％
株 式 会 社 西 京 銀 行 56,800株 2.4％
株 式 会 社 TRUCK-ONE 役 員 持 株 会 47,900株 2.0％
鍵 谷 文 勇 34,800株 1.5％

　

（注） 持株比率は自己株式（153,100株）を控除して計算しております。
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（5）その他株式に関する重要な事項
該当する事項はございません。

３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
該当する事項はございません。

　
（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当する事項はございません。
　
（3）その他新株予約権等に関する重要な事項

該当する事項はございません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役の状況

　

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 小 川 雄 也

常 務 取 締 役 中 山 雅 彦 営業本部長
西日本統括部長

取 締 役 眞 﨑 高 利 管理本部長

取 締 役 小 川 サトノ
取 締 役 桜 井 誠 企画営業室長

取 締 役 小 川 真 也
営業副本部長
東日本統括部長
東京支店長

取 締 役
（監 査 等 委 員） 内 田 建 和

取 締 役
（監 査 等 委 員） 廣 瀨 隆 明

廣瀨公認会計士事務所所長
北九州ベンチャーキャピタル㈱代表取締役社長
㈱ナフコ社外取締役
日創プロニティ㈱社外監査役
㈱プラッツ社外取締役
㈱フォーシーズホールディングス社外監査役

取 締 役
（監 査 等 委 員） 藤 井 宏 紀 司法書士藤井宏紀事務所所長

　

（注）１．廣瀨隆明氏及び藤井宏紀氏は、社外取締役であり、福岡証券取引所に独立役員として届け出ており
ます。

２．当社は、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しており、必ず
しも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

３．監査等委員 廣瀨隆明氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。

４．監査等委員 藤井宏紀氏は、司法書士及び行政書士の資格を有しており、法律の専門家として相当程
度の知見を有するものであります。
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（2）取締役の報酬等の総額
　

区 分
取締役

（監査等委員を除く）
取締役

（監査等委員） 計
摘要

支給人員 支給額 支給人員 支給額 支給人員 支給額
定款または株主総会
決議に基づく報酬

名
6

千円
56,760

名
3

千円
6,000

名
9

千円
62,760 （注）

　

（注） 2017年３月24日の株主総会決議による取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は月額29,000千円
であり、取締役（監査等委員）の報酬限度額は月額1,000千円であります。

　
（3）社外役員に関する事項
①重要な兼職先である法人等と当社との関係
取締役（監査等委員）廣瀨隆明氏は、廣瀨公認会計士事務所の所長、北九州ベンチャーキ
ャピタル株式会社の代表取締役社長、株式会社ナフコ及び株式会社プラッツの社外取締役、
日創プロニティ株式会社及び株式会社フォーシーズホールディングスの社外監査役を兼務し
ております。なお、当社は、各社との間には特別の関係はありません。
取締役（監査等委員）藤井宏紀氏は、司法書士藤井宏紀事務所の所長を兼務しておりま
す。なお、当社は、司法書士藤井宏紀事務所との間には特別の関係はありません。

　
②当事業年度における主な活動状況

　

区 分 氏 名 主な活動状況

取締役
（監査等委員） 廣 瀨 隆 明

当期において開催された取締役会には、13回のうち
12回、監査等委員会には、12回のうち９回に出席し、
主に公認会計士としての専門的見地からの発言を行って
おります。

取締役
（監査等委員） 藤 井 宏 紀

当期において開催された取締役会には、13回全て、監
査等委員会には、12回全てに出席し、主に司法書士、
行政書士としての専門的見地からの発言を行っておりま
す。
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③報酬等の総額
　

支給人員 報酬等の額
報酬等の総額 2名 3,000千円

　

（注） 期末現在の社外役員は、取締役２名であります。
　
　
５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 ＡＣアーネスト監査法人

　
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　

支 払 額
当 事 業 年 度 に 係 る 会 計 監 査 人 の 報 酬 等 の 額 16,500千円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 16,500千円

　

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

　
（3）非監査業務の内容

該当する事項はございません。
　
（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計
監査人としてふさわしくない非行があり、当社の会計監査人であることにつき当社にとって
重大な支障がある場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役
会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると

認められる場合には、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いた
します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総
会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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（5）責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定
する額としております。

　
（6）会計監査人の辞任または解任

該当する事項はございません。
　
　
６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　
（1）業務の適正を確保するための体制
①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社の経営理念に基づく「経営方針」により取締役及び使用人の法令、定款、その他の社
内規定及び社会規範等を遵守した行動規準を定める。内部監査を定期的に実施し、取締役及
び各業務部門の職務執行としての企業活動が法令、定款、その他の社内規定等に適合するこ
とを確保する体制とする。

　
②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存、管理に関しては、法令及び「文書管理規定」等関

連する社内規定に従い、文書または電磁的媒体に記録し適切に保存して管理する。取締役
は、これらの文書等を必要に応じて閲覧できるものとする。
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③損失の危険の管理に関する規定その他の体制
代表取締役及び各部門担当取締役は「組織規定」「職務権限規定」「インサイダー取引防止
規定」「株式取扱規定」「内部情報管理規定」「経理規定」「購買管理規定」「生産管理規定」
「販売管理規定」「内部監査規定」等に基づき部門ごとのリスクを体系的に管理する。
全社的なリスクを総括的に管理する部署を管理部門とし、各業務部門は関連規定に基づい
て担当する業務に係るリスクを管理する。

　
④取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規定に定めている付議基準に該当す
る事項はすべて取締役会に付議することを遵守し、重要事項の決定を行う。

　
⑤監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びにその使用人の取締役（監査等
委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、合理的な範囲で設
置する。なお、指名された使用人の独立性を確保するため、当該使用人への指揮権は監査等
委員である取締役に移譲されたものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指
揮命令は受けないものとする。

　
⑥監査等委員会等への報告体制
当社及びグループ各社の取締役、使用人は、各社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
があることを発見した場合、直ちに、各社の監査等委員会及び監査役に報告する。

　
⑦その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会の
ほか、経営会議その他の重要な会議・委員会に出席するとともに、稟議書その他の業務執行
に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求める。
また、内部監査担当者及び会計監査人と意見交換を行い、効率的な監査を実施する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、「内部統制システム構築に関する基本方針」

を定め、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制を整備し、その運用状況を監査等委員会及び内部監査担当者が連携し、社内の各業務が経
営方針や社内規程・会計方針に準拠して行われているか、効率的に行われているか、法令遵
守しているかといった観点から統制を検証する体制としております。
リスク管理につきましては、管理部門が顧問弁護士と連携して、違法行為等の不正行為の
防止を図っております。また、重要事項については取締役会及び経営会議に報告・審議さ
れ、リスクコントロールを図っております。
監査等委員である取締役は、監査活動を通じて、代表取締役及びその他の業務執行取締役

の職務の執行状況を確認、検証するとともに企業及び企業集団として健全で持続的な成長に
資する企業統治体制の確立に努めております。

　

７．剰余金の配当の方針
当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化及び業容の更なる拡大
のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的な配当を行うことを基本方針としております。
当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、中間配

当は取締役会、期末配当は株主総会を、それぞれの配当決定機関としております。
当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当た

り５円（うち中間配当２円50銭）としております。
内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開の備えとして投入していくこととして
おります。
なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
記載金額は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,245,936 流 動 負 債 2,501,890
現 金 及 び 預 金 364,569 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 548,886
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 178,596 短 期 借 入 金 1,600,000
商 品 及 び 製 品 1,663,267 リ ー ス 債 務 45,249
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 13,133 未 払 金 223,952
そ の 他 27,115 未 払 法 人 税 等 44,021
貸 倒 引 当 金 △745 賞 与 引 当 金 1,114
固 定 資 産 1,056,077 そ の 他 38,666
有 形 固 定 資 産 942,995 固 定 負 債 114,316
賃 貸 用 資 産 217,259 リ ー ス 債 務 82,503
建 物 及 び 構 築 物 71,554 退 職 給 付 に 係 る 負 債 31,812
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 236,154 負 債 合 計 2,616,206
土 地 411,588 純 資 産 の 部
そ の 他 6,437 株 主 資 本 687,420
無 形 固 定 資 産 8,725 資 本 金 97,725
投資その他の資産 104,356 資 本 剰 余 金 44,955
投 資 有 価 証 券 28,845 利 益 剰 余 金 559,220
敷 金 及 び 保 証 金 22,363 自 己 株 式 △14,481
繰 延 税 金 資 産 21,908 その他の包括利益累計額 △1,612
そ の 他 31,239 その他有価証券評価差額金 △1,612

純 資 産 合 計 685,807
資 産 合 計 3,302,014 負 債 純 資 産 合 計 3,302,014
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連 結 損 益 計 算 書
（20192019

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 4,598,400
売 上 原 価 4,085,948
売 上 総 利 益 512,452
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 480,455
営 業 利 益 31,996
営 業 外 収 益
受 取 利 息 39
受 取 配 当 金 7,435
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 4,468
受 取 保 険 金 5,843
保 険 解 約 返 戻 金 720
鉄 板 売 却 益 588
そ の 他 8,047 27,142

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,943
そ の 他 2,016 7,960

経 常 利 益 51,178
特 別 利 益
関 係 会 社 株 式 売 却 益 38,202 38,202
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,119 2,119
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 87,262
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 48,355
法 人 税 等 調 整 額 △4,606 43,748
当 期 純 利 益 43,513
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 43,513
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連結株主資本等変動計算書
（20192019

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 97,725 44,955 527,701 △14,481 655,900
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,994 △11,994
親会社株主に帰属する当期純利益 43,513 43,513
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 31,519 ― 31,519
当 期 末 残 高 97,725 44,955 559,220 △14,481 687,420
　

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計
当 期 首 残 高 △2,267 △2,267 653,633
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,994
親会社株主に帰属する当期純利益 43,513
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 654 654 654
当 期 変 動 額 合 計 654 654 32,173
当 期 末 残 高 △1,612 △1,612 685,807
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貸 借 対 照 表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,052,388 流 動 負 債 2,374,507
現 金 及 び 預 金 265,398 買 掛 金 515,872
売 掛 金 88,577 短 期 借 入 金 1,600,000
商 品 1,664,488 リ ー ス 債 務 1,546
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 10,056 未 払 金 196,027
前 払 費 用 9,753 未 払 法 人 税 等 33,555
そ の 他 14,126 前 受 金 18,542
貸 倒 引 当 金 △12 そ の 他 8,963
固 定 資 産 954,951 固 定 負 債 1,845
有 形 固 定 資 産 766,585 リ ー ス 債 務 1,845
賃 貸 用 資 産 340,264 負 債 合 計 2,376,353
建 物 58,613 純 資 産 の 部
構 築 物 7,608 株 主 資 本 632,410
機 械 及 び 装 置 6,676 資 本 金 97,725
車 両 運 搬 具 10,180 資 本 剰 余 金 44,955
工 具、 器 具 及 び 備 品 3,840 資 本 準 備 金 42,125
土 地 339,402 そ の 他 資 本 剰 余 金 2,830
無 形 固 定 資 産 3,582 利 益 剰 余 金 504,211
ソ フ ト ウ エ ア 2,698 利 益 準 備 金 1,300
電 話 加 入 権 883 そ の 他 利 益 剰 余 金 502,911
投資その他の資産 184,783 固定資産圧縮積立金 443
投 資 有 価 証 券 14,802 別 途 積 立 金 85,373
関 係 会 社 株 式 120,000 繰 越 利 益 剰 余 金 417,094
出 資 金 10 自 己 株 式 △14,481
敷 金 及 び 保 証 金 20,613 評価・換算差額等 △1,424
繰 延 税 金 資 産 10,000 その他有価証券評価差額金 △1,424
そ の 他 19,357 純 資 産 合 計 630,985
資 産 合 計 3,007,339 負 債 純 資 産 合 計 3,007,339
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損 益 計 算 書
（20192019

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 3,927,842
売 上 原 価 3,544,242
売 上 総 利 益 383,600
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 396,954
営 業 損 失 13,353
営 業 外 収 益
受 取 利 息 38
受 取 配 当 金 6,974
受 取 手 数 料 7,200
受 取 保 険 金 3,655
受 取 家 賃 3,863
保 険 解 約 返 戻 金 720
そ の 他 7,436 29,888

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,921
そ の 他 1,805 5,726

経 常 利 益 10,808
特 別 利 益
関 係 会 社 株 式 売 却 益 97,200 97,200
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,119 2,119
税 引 前 当 期 純 利 益 105,889
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 37,005
法 人 税 等 調 整 額 △3,942 33,063
当 期 純 利 益 72,825
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株主資本等変動計算書
（20192019

年
年
１
12
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 97,725 42,125 2,830 44,955
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
固定資産圧縮積立金の取崩
当 期 純 利 益
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 97,725 42,125 2,830 44,955
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合計固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 1,300 664 85,373 356,042 443,379
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,994 △11,994
固定資産圧縮積立金の取崩 △221 221 ―

当 期 純 利 益 72,825 72,825
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― △221 ― 61,052 60,831
当 期 末 残 高 1,300 443 85,373 417,094 504,211
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株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 △14,481 571,579 △1,647 △1,647 569,931
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △11,994 △11,994
固定資産圧縮積立金の取崩 ―

当 期 純 利 益 72,825 72,825
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 223 223 223
当 期 変 動 額 合 計 ― 60,831 223 223 61,054
当 期 末 残 高 △14,481 632,410 △1,424 △1,424 630,985
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2020年２月12日

株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ
取締役会 御中

ＡＣアーネスト監査法人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 和田 治郎 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 大森 浩二 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥの2019年１月１日
から2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2020年２月12日

株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ
取締役会 御中

ＡＣアーネスト監査法人
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 和田 治郎 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 大森 浩二 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥの2019年１月
１日から2019年12月31日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第30期事業年度にお
ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり
報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する
取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム)
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しま
した。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人
等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＡＣアーネスト監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人ＡＣアーネスト監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年２月14日
株式会社ＴＲＵＣＫ－ＯＮＥ 監査等委員会
監査等委員
監査等委員
監査等委員

内 田 建 和
廣 瀨 隆 明
藤 井 宏 紀

㊞
㊞
㊞

（注）監査等委員廣瀨隆明及び藤井宏紀は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。

以上
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開等を勘案し、下記の
とおりとしたいと存じます。
（１） 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額
　 当社普通株式１株につき金２円50銭 総額5,997,250円
（２） 剰余金の配当が効力を生ずる日
　 2020年３月23日
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第２号議案 取締役（監査等委員である者を除く。）６名選任の件
本総会の終結の時をもって取締役（監査等委員である者を除く。）全員（６名）は任期

満了となりますので、取締役（監査等委員である者を除く。）６名の選任をお願いいたし
たいと存じます。

　
取締役（監査等委員である者を除く。）の候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

１
小
お
川
がわ
雄
ゆう
也
や

（1976年１月４日）

1996年４月 山口日野自動車㈱入社

466,100
株

2000年10月 ㈱オガワ自販（現 ㈱TRUCK-ONE）入社
2004年４月 関東車両センター 営業担当
2008年12月 東日本統括部長就任
2009年３月 執行役員 東日本統括部長兼東京支店長就任
2013年１月 執行役員 西日本統括部長就任
2013年３月 代表取締役社長就任（現任）

２
中
なか
山
やま
雅
まさ
彦
ひこ

（1958年10月１日)

1983年７月 菱重コールドチェーン㈱入社

12,000株

2006年４月 中四国ブロック長就任
2010年４月 関西販売部長就任
2011年10月 当社入社 営業本部長就任（現任）
2012年３月 常務取締役就任（現任）
2016年10月 西日本統括部長就任（現任）

３
眞
ま
﨑
さき
高
たか
利
とし

（1963年12月16日）

1986年４月 山口相互銀行（現 ㈱西京銀行）入行

5,000株
2016年４月 コンプライアンス統括室室長就任
2017年４月 当社へ出向 管理部長委嘱
2018年１月 当社入社 管理本部長就任（現任）
2018年３月 取締役就任（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する
当社の
株式の数

４
小
お
川
がわ
サトノ
さ と の

（1955年１月10日）

1973年３月 いちや家具店入社

200,000
株

1974年８月 ロッテ商事入社
1988年10月 オガワ自販開業
1990年１月 ㈲オガワ自販（現 ㈱TRUCK-ONE）設立
1994年12月 ㈱オガワ自販（現 ㈱TRUCK-ONE）取締役就任

（現任）

５
桜
さくら

井
い

誠
まこと

（1967年２月13日）

1990年４月 住商機電貿易㈱入社

96,400株

2003年４月 当社入社
2004年10月 当社取締役就任
2008年12月 当社取締役退任
2011年１月 企画営業室長就任（現任）
2011年３月 取締役就任（現任）

６
小
お
川
がわ
真
しん
也
や

（1978年12月８日）

1997年４月 ㈱オガワ自販（現 ㈱TRUCK-ONE）入社

371,800
株

2007年２月 岡山支店 営業担当
2008年12月 西日本統括部長就任
2009年３月 執行役員 西日本統括部長就任
2013年１月 執行役員 東日本統括部長兼東京支店長就任
2013年３月 取締役 営業副本部長兼東日本統括部長兼東京支

店長就任（現任）
　

（注） 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

以 上
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Ｎ
2

徳山高等学校

ホテルサンルート徳山

Ｐ
ＰＰ

徳山小学校

徳山駅
山陽本線

山陽新幹線

周南市役所

みゆき口

みなと口

山口県周南総合庁舎

三田川
周南市
美術博物館

52

347

315

御
幸
通
り

株主総会会場ご案内図
　

会 場 山口県周南市築港町8-33
ホテルサンルート徳山
別館2階 コットンローズ

TEL 0834-32-2611

　

　
交通のご案内
Ｊ Ｒ ＪＲ山陽本線「徳山駅」下車徒歩２分

自動車 山陽自動車道「徳山東ＩＣ」から車10分
山陽自動車道「徳山西ＩＣ」から車25分

なお、駐車場の数に限りがございますので、なるべく公共交通機関
にてご来場いただきますようお願い申し上げます。

　

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地球環境に配慮した
植物油インキを使用しています。
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